
 

被保護世帯賃貸住宅家賃等代理納付要綱 

 (趣旨) 

第１条 この要綱は、生活保護法(昭和25年法律第144号。以下「法」という。)第37条の２

及び生活保護法施行令(昭和25年政令第148号)第３条の規定に基づき、家賃及び共益費(以

下「家賃等」という。)に係る金銭給付を家主等に直接支払うために必要な事項を定める

ものとする。 

(定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 被保護者 現に法の規定による保護を受けている者をいう。 

(２) 管理業者 被保護者の居住する住居の家賃の集金業務を当該住宅の家主から委託

されている者をいう。 

(３) 住宅扶助費 法第33条第４項の規定により交付する家賃に相当する金額の金銭を

いう。 

(４) 共益費 生活保護法施行規則（昭和25年省令第21号）第23条の２の規定による費

用（契約書等に記載のあるものに限る）をいう。 

(５) 代理納付 横須賀市福祉事務所長(以下「所長」という。)が法第37条の２の規定に

より、住宅扶助費及び共益費(以下「住宅扶助費等」という。)を家主又は管理業者に直

接支払うことをいう。 

(対象者) 

第３条 代理納付の対象者は、住宅扶助費の額と家賃の月額が等しい被保護者で、次のいず

れかに該当する者のうち、所長が代理納付の必要があると認めたものとする。 

(１) 家賃を滞納している者のうち、所長の納付指導による効果が見込めないもの 

(２) 代理納付を希望する者 

(３) 公営住宅に入居している者 

(４) 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112

号）第21条第１項に規定する登録事業者が提供する同法第10条第５項に規定する登録

住宅に新たに入居する者 

(代理納付の手続き) 

第４条 所長が前条第１号に掲げる者に係る家賃等の代理納付を行う場合は、次の手順によ

るものとする。 



 

(１) 所長は、家主又は管理業者から被保護者の家賃の滞納について連絡があったときは、

当該家賃の滞納状況を確認した上で、当該被保護者に対し、納付指導を行うものとする。 

(２) 所長は、納付指導をしたにもかかわらず、納付指導の効果が見込めないと認めたと

きは、代理納付の実施について、当該被保護者及び家主又は管理業者に連絡するものと

する。 

(３) 家主又は管理業者が代理納付の実施を依頼するときは、生活保護住宅扶助費等代理

納付依頼書兼口座振込依頼書(別記様式)に次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める書

類を添えて所長に提出するものとする。 

ア 家主 当該住宅の賃貸借契約書の写し 

イ 管理業者 当該住宅の賃貸借契約書の写し及び家主と締結した委託契約書の写し 

(４) 所長は、前号の依頼書の提出を受けた場合は、その内容を審査し、代理納付を行う

ことを決定したときは、その旨を家主又は管理業者に通知するとともに、当該決定をし

た日の属する月の原則翌月から、当該家主又は管理業者の指定する金融機関の口座に被

保護者に係る住宅扶助費等を振り込むものとする。 

２ 所長が前条第２号に掲げる者に係る家賃等の代理納付を行う場合は、次の手順によるも

のとする。 

(１) 所長は、被保護者から家賃等の代理納付について相談があったときは、当該被保護

者の生活状況等を確認するとともに、家主又は管理業者から家賃の支払方法について確

認するものとする。 

(２) 所長は、前号の規定により確認した内容を考慮し、代理納付が必要と認めたときは、

代理納付の実施について、当該被保護者及び家主又は管理業者に連絡するものとする。 

(３) 家主又は管理業者の代理納付の依頼方法及び所長の代理納付の決定手続きについ

ては、前項第３号及び第４号の規定を適用する。 

３ 所長が前条第３号に掲げる者に係る家賃等の代理納付を行う場合は、次に掲げる手続き

によるものとする。 

(１) 所長は、当該被保護者の家賃の納付状況について公営住宅の管理者に確認するもの

とする。 

(２) 所長は、前項の規定により確認した内容を考慮し、代理納付が必要と認めたときは、

当該被保護者及び公営住宅の管理者に代理納付の実施について連絡するとともに、家賃

の支払方法を確認するものとする。 

(３) 所長は、前項の規定による連絡を行った日の属する月の原則翌月から、当該公営住



 

宅の管理者に被保護者に係る住宅扶助費等を支払うものとする。 

(変更の届出) 

第５条 家主又は管理業者は、当該住宅の賃貸借契約の内容、代理納付を受ける金融機関の

口座等を変更したときは、速やかに所長にその旨を届け出るものとする。 

(代理納付の変更、中止等) 

第６条 所長は、前条の規定による届出を受けた場合は、その内容を確認し、適切な処理を

行うものとする。 

２ 所長は、被保護者に対する保護の停止又は廃止を決定したときは、速やかに当該被保護

者及び家主又は管理業者に対し、代理納付を停止し、又は終了することを通知しなければ

ならない。 

３ 所長は、第１項又は前項の規定により代理納付を変更し、停止し、又は終了した場合に

おいて、代理納付した住宅扶助費等が過払いになったときは、被保護者又は被保護者の相

続人に当該過払い分の返還を求めなければならない。ただし、当該家主又は管理業者が被

保護者又は被保護者であった者に対し、過払い期間において賃貸借契約に基づく賃料債権

がない場合には、当該家主又は管理業者に当該過払い分の返還を求めなければならない。 

４ 家主又は管理業者は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに当該過払い分の

住宅扶助費等を返還するものとする。 

(家主又は管理業者の責務) 

第７条 家主又は管理業者は、代理納付を実施する上で知り得た被保護者の個人情報の取扱

いに関しては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）に基づき、必要な

措置を講じなければならない。 

附 則 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



 

別添様式（第４条第１項関係） 

 

 


